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 (2) 資産運用に係る決裁権限の状況 

当社におきましては、信用リスク管理の基本方針を定例的に策定し、グループ全体の

信用リスク管理態勢の整備を図っております。個別案件の決裁につきましては、信用リ

スク管理の基本方針を踏まえ、権限体系をグループ各社において決定し、原則として各

社の権限規程に従って、決裁を行っております。 

 

当行におきましては、各種権限規定に沿って決裁を実施していますが、特に与信権限

については、債務者の信用リスクを表象した債務者格付別権限体系を導入しており、リ

スクの低い与信先・案件は、営業店長に権限委譲を行なう一方、リスクの高い与信先・

案件は本部で審査する体系としています。なお、一定のリスク以上の与信先・案件につ

いては複数の担当役員が決裁し、経営会議に適宜報告を行なっています。 

 

(3) 資産内容 

イ．金融再生法開示債権の状況 

｢金融機能の再生のための緊急措置に関する法律｣に基いて、査定した資産を｢破産更生

債権及びこれらに準ずる債権｣、｢危険債権｣、｢要管理債権｣および｢正常債権｣に４区分し

て、各債権額を開示しております。 

17 年 3 月期における開示債権額および引当額については、図表 13 の通りであります。 

ロ．リスク管理債権の状況 

17 年 3 月期におけるリスク管理債権については、図表 14 の通りであります。 

 

 

 

 

 

 



(図表13)金融再生法開示債権の状況
(億円)

16/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

3,616 4,859 4,483 4,810 

危険債権 12,027 14,091 9,244 10,742 

要管理債権 12,469 14,412 4,519 7,678 

小計 28,112 33,362 18,246 23,230 

正常債権 528,744 561,275 534,526 570,948 

合計 556,856 594,637 552,772 594,178 

(注）単体は三井住友銀行の計数を表示しております。

引当金の状況

(億円)

16/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

一般貸倒引当金 7,690 8,377 4,176 6,336 

個別貸倒引当金 4,740 5,770 5,676 6,361 

特定海外債権引当勘定 78 78 39 39 

貸倒引当金　計 12,508 14,225 9,891 12,736 

債権売却損失引当金 － － － －

特定債務者支援引当金 － － － －

小    計 12,508 14,225 9,891 12,736 

特別留保金 － － － －

債権償却準備金 － － － －

小    計 － － － －

合　　計 12,508 14,225 9,891 12,736 

(注）単体は三井住友銀行の計数を表示しております。
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(図表14)リスク管理債権情報
（億円、％）

16/3月末 16/3月末 17/3月末 17/3月末
実績（単体） 実績（連結） 実績（単体） 実績（連結）

破綻先債権額(A) 672 964 460 683 

延滞債権額(B) 14,608 17,679 12,380 13,990 

３か月以上延滞債権額(C) 476 515 269 294 

貸出条件緩和債権額(D) 11,993 13,822 4,250 7,307 

①金利減免債権 1,189 1,266 544 614 

②金利支払猶予債権 44 47 0 3 

③経営支援先に対する債権 1,907 1,907 - -

④元本返済猶予債権 8,851 10,568 3,634 6,610 

⑤その他 2 34 72 80 

合計(E)=(A)+(B)+(C)+(D) 27,749 32,980 17,359 22,274 

部分直接償却 8,658 11,783 15,046 17,238 

比率　　(E)/総貸出 5.5% 6.0% 3.5% 4.1%

(注1)全銀協の｢有価証券報告書における｢リスク管理債権情報｣の開示について｣(平成10年3月24日付、
　　　平10調々第43号)の定義に従うものとし、貸出条件緩和債権について複数の項目に該当するものに
　　　ついては最も適当と判断した項目に計上しております。
(注2)単体は三井住友銀行の計数を表示しております。
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